
行政コスト計算書 

経常行政コスト １５３億２千万円 

｜   

経常収益 ９億８千円 

||   

純経常行政コスト １４３億４千万円 

 

平成２２年度山梨市の財務書類について 

 

 

山梨市では、新地方公会計制度に則り、平成２２年度決算について財務書類を作成し

ました。 

これは、民間企業のように発生主義、複式簿記の考え方を取り入れた会計基準による

財務書類で、「貸借対照表」「行政コスト計算書」「純資産変動計算書」および「資金収支

計算書」の４つの表で構成されています。 

普通会計とともに、特別会計や関係団体を含めた連結ベースの財務書類を作成しまし

た。作成にあたっては、総務省が平成１９年に公表した「新地方公会計実務研究会報告

書」の「総務省方式改訂モデル」に従っています。 

 

 

Ⅰ 普通会計財務書類について（平成２２年度） 

 

１．財務書類４表の相関関係 

普通会計における４つの財務書類の概要および相関関係は、次のとおりです。 

 

資金収支計算書 

収 入 １７６億７千万円 

｜   

支 出 １７４億４千万円 

||   

歳計現金増減額 ２億３千万円 

＋   

期首歳計現金残高 ７億８千万円 

||   

期末歳計現金残高 １０億１千万円 

 

  純資産変動計算書 

期首純資産残高 ５６８億９千万円 

｜   

純経常行政コスト １４３億４千万円 

＋   

一般財源・補助金等受入 １４８億８千万円 

＋   

資産評価替え等 ２千万円 

||   

期末純資産残高 ５７４億５千万円 

 

貸借対照表 

公共資産 ７５３億６千万円 

負債 ２６４億３千万円 投資等 ５８億３千万円 

流動資産 ２６億９千万円 

うち歳計現金 １０億１千万円 
 

純資産 

 

５７４億５千万円 うち基金・ 

未収金 
１６億８千万円 

資産合計 ８３８億８千万円 

負債・ 

純資産 

合計 

８３８億８千万円 

 



  

２．貸借対照表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
（単位：百万円） 

資産の部 金額 負債の部 金額 

１ 公共資産 75,364 １ 固定負債 24,214 

 (1) 有形固定資産 75,239  (1) 市債 20,796 

 (2) 売却可能資産 125  (2) 退職手当引当金 3,418 

        

２ 投資等 5,828 ２ 流動負債 2,216 

 (1) 投資及び出資金 2,974  (1) 翌年度償還予定市債 2,043 

 (2) 基金等 2,643  (2) 賞与引当金 173 

 (3) 長期延滞債権 348 負債合計 26,430 

 (4) 回収不能見込額 △ 137     

    純資産の部   

３ 流動資産 2,688 純資産合計 57,450 

 (1) 財政調整基金 1,111     

 (2) 減債基金 501     

 (3) 歳計現金 1,010     

 (4) 市税等未収金 66     

資産合計 83,880 負債・純資産合計 83,880 

    
※数値は、四捨五入して表示しているため、合計や増減が一致しない場合がある。 

（以下、各表同様。） 

 

【市民 1 人あたりに換算した場合】 

   
（単位：千円） 

資産の部 金額 負債の部 金額 

１ 公共資産 1,984 １ 固定負債 638 

548  (1) 有形固定資産 1,981  (1) 市債 

 (2) 売却可能資産 3  (2) 退職手当引当金 90 

        

２ 投資等 154 ２ 流動負債 58 

 (1) 投資及び出資金 78  (1) 翌年度償還予定市債 54 

 (2) 基金等 70  (2) 賞与引当金 4 

 (3) 長期延滞債権 9 負債合計 696 

 (4) 回収不能見込額 △ 3     

    純資産の部   

３ 流動資産 71 純資産合計 1,513 

 (1) 財政調整基金 29     

 (2) 減債基金 13     

 (3) 歳計現金 27     

 (4) 市税等未収金 2     

資産合計 2,209 負債・純資産合計 2,209 

 



【有形固定資産の内訳】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 貸借対照表は、会計年度末時点において、市が行政サービスを提供するためにどのよ

うな資産を保有し、その資産がどのような財源でまかなわれているのかを示したもの

であり、年度末時点における財政状態を表したものです。 

「資産」は、①将来の資金流入をもたらすもの、②将来の行政サービスを提供するた

めに使用すると見込まれるものの２つがあります。 

「負債」は、将来、債権者に対する支払や返済により資金流出を伴うものであり、地

方債が主に該当します。 

「純資産」は、資産と負債の差額であり、将来の資金流出を伴わない財源などをいい、

国県補助金や市税、地方交付税などが該当します。 

・ 本市における普通会計の総資産は８３８億８千万円余で、市民１人あたり２２０万９

千円となっています。このうち、土地や建物等の公共資産が７５３億６千円余で、資

産全体に占める割合は８９．８％と大半を占めています。 

・ 負債総額については、２６４億３千万円余で、市民１人あたり６９万６千円となって

います。市債の残高は２２８億４千万円余で、負債全体に占める割合は８６．４％と

多くを占めています。 

・ 純資産については、５７４億５千万円余で、市民１人あたり１５１万３千円となって

います。 

 

 

 

項目 
金額 

（百万円） 
割合 

①生活インフラ・ 

国土保全 
40,656  54% 

②教育 14,747  20% 

③福祉 1,709  2% 

④環境衛生 2,281  3% 

⑤産業振興 8,909  12% 

⑥消防 839  1% 

⑦総務 6,098  8% 

合計 75,239    

 

①生活イン

フラ・国土

保全 

54% ②教育 

20% 

③福祉 

2% 

④環境衛生 

3% 

⑤産業振興 

12% 

⑥消防 

1% 

⑦総務 

8% 



生活ｲﾝﾌﾗ・国土保全

2,171百万円
14%

教育

1,854百万円
12%

福祉

5,016百万円
33%

環境衛生

1,516百万円
10%

産業振興

1,644百万円
11%

消防

750百万円
5%

総務

1,720百万円
11%

議会

160百万円
1%

支払利息

391百万円
2%

回収不能見込計上額

94百万円
1%

目的別行政コストの状況

３．行政コスト計算書 

 

【市民 1 人あたりに換算した場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

金額 金額
生活インフラ・国土保全 2,171 生活インフラ・国土保全 57
教　育 1,854 教　育 49
福　祉 5,016 福　祉 132
環境衛生 1,516 環境衛生 40
産業振興 1,644 産業振興 43
消　防 750 消　防 20
総　務 1,720 総　務 46
議　会 160 議　会 4
支払利息 391 支払利息 10
回収不能見込計上額 94 回収不能見込計上額 2
経常行政コスト 15,316 経常行政コスト 403
使用料・手数料等 439 使用料・手数料等 12
分担金・負担金等 540 分担金・負担金等 14
経常収益 979 経常収益 26
純経常行政コスト 14,337 純行政コスト 377
（経常行政コスト－経常収益） （経常行政コスト－経常収益）

（単位：百万円） （単位：千円）



・ 行政コスト計算書は、一会計期間において、人的サービスや給付サービスなど、資産

形成に直接結びつかない行政サービスにかかる経費と、その行政サービスの対価とし

て得られた使用料、手数料などの収益を対比させたものです。 

行政コスト計算書は、企業会計における損益計算書に相当するものですが、損益計算

書が一会計期間における企業活動の経営成績を表すのに対し、行政コスト計算書は、

行政サービスを提供するにあたり、教育費や総務費、福祉サービスなどの目的のため

にいくらかかったか、またその行政サービスに対する使用料や手数料がどの程度あっ

たかを表すものです。 

・ 本市における経常行政コストの総額は１５３億２千万円余であり、経常利益は９億８

千万円余、経常行政コストから経常利益を差し引いた純経常行政コストは１４３億４

千万円余となっています。 

これを市民一人あたりに換算すると、経常行政コストは４０万３千円、経常利益は２

万６千円、純行政コストは３７万７千円となっています。 

・ 行政コストを目的別に見ていくと、福祉にかかるコストが５０億２千万円余であり、

全体の３３％を占めています。次いで、生活インフラ・国土保全にかかるコストが１

４％、教育にかかるコストが１２％となっています。 



４．純資産変動計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている数値が、１年間でど 

のように変動したかを表したものです。 

 純資産とは、市が保有する資産のうち、現役世代の負担ですでに債務の返済が済んで

いる資産のことを言います。 

 純資産変動計算書において、市税や地方交付税などの一般財源が純資産の増加要因と

なり、行政コスト計算書で算出された純経常行政コストが減少要因となります。 

・本市における平成２２年度末の純資産額は５７４億５千万円余であり、平成２２年度

中に純資産が５億６千万円余増加しています。また、市民１人あたりに換算すると純

資産額は１５１万３千円であり、１万５千円の増加となっています。 

 

 
（単位：百万円） 

  金額 

期首純資産残高 56,888 

    

純経常行政コスト △ 14,337 

財源調達   

 市税 3,962 

 地方交付税 6,405 

 補助金等受入 3,760 

 その他 754 

臨時損益・資産評価替 18 

    

期末純資産残高 57,450 

 

【市民１人あたりに換算した場合】 

（単位：千円） 

  金額 

期首純資産残高 1,498 

    

純経常行政コスト △ 377 

財源調達   

 市税 104 

 地方交付税 168 

 補助金等受入 99 

 その他 20 

臨時損益・資産評価替 1 

    

期末純資産残高 1,513 

 



５．資金収支計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 資金収支計算書は、一会計期間において、行政活動に伴って発生した資金の流れをそ

の活動に応じて、「経常的収支」、「公共資産整備収支」、「投資・財務的収支」という

３つの区分に分けて表示したものであり、現金等の資金の増減を反映させたものです。 

「経常的収支」は、人件費や社会保障給付など資産形成を伴わない経常的な行政活動

による収入・支出を計上したものです。 

「公共資産整備収支」は、道路、橋梁、公共施設など公共資産整備に伴う収入・支出

を計上したものです。 

「投資・財務的収支」は、地方債の償還、貸付金、基金積立金など投資・財務的活動

にかかる収入・支出を計上したものです。 

・ 本市における平成２２年度末の歳計現金残高は１０億１千万円余で、前年度末残高７

億８千万円余と比べ２億３千万円余増加しています。 

・ ３つの活動区分の収支をそれぞれ見ると、経常的収支は４７億３千万円余の黒字、公

共資産整備収支は１１億７千万円余の赤字、投資・財務的収支は３３億３千万円余の

赤字となっており、平成２２年度中の資金収支は２億３千万円余の黒字となっていま

す。 

 
 

（単位：百万円） 

  金額 

１ 経常的収支   

 支出 11,242 

 収入 15,971 

 差引収支 4,729 

２ 公共資産整備収支   

 支出 2,600 

 収入 1,428 

 差引収支 △ 1,172 

３ 投資・財務的収支   

 支出 3,597 

 収入 268 

 差引収支 △ 3,329 

当期収支 228 

期首歳計現金残高 782 

期末歳計現金残高 1,010 

 

【市民１人あたりに換算した場合】 

（単位：千円） 

  金額 

１ 経常的収支   

 支出 296 

 収入 421 

 差引収支 125 

２ 公共資産整備収支   

 支出 68 

 収入 37 

 差引収支 △ 31 

３ 投資・財務的収支   

 支出 95 

 収入 7 

 差引収支 △ 88 

当期収支 6 

期首歳計現金残高 21 

期末歳計現金残高 27 

 



６．各種指標 

 

 財務書類を分析するための比率として、総務省から示された主な分析指標を算定した

結果は、次のとおりです。 

 

① 将来世代負担比率（地方債残高÷公共資産） …３０．３％ 

  

 

 

 

 

② 歳入額対資産比率（資産合計÷歳入総額） …４．５ 

 

 

 

 

 

③ 資産老朽化比率（減価償却累計額÷（有形固定資産－土地＋減価償却累計額） 

…４７．７％ 

 

 

 

 

 

④ 受益者負担比率（経常収益÷経常行政コスト）…６．４％ 

 

 

 

 

 

⑤ 行政コスト対税収等比率（純経常行政コスト÷税収等）…９１．０％ 

 

 

 

 

 

 社会資本形成の結果を表す公共資産のうち、将来世代が負担する地方債によって形成

された割合を示す指標です。割合が低いほど将来世代の負担が軽いことを表していま

す。 

 歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、これまでに形成されたストック

としての資産が、歳入の何年分に相当するかを表し、資産形成の度合いを測る指標です。 

 

 行政コスト計算書における経常収益は、受益者負担の金額であるため、行政コストに

対して受益者がどの程度負担しているかを示す指標です。  

 

 税収などの一般財源等に対する純経常行政コストの比率をみることによって、当該年

度の税収等のうち、どれだけが資産形成の伴わない純経常行政コストに費消されたかを

示す指標です。 

 有形固定資産のうち土地以外の償却資産の取得価格に対する減価償却累計額の割合

により、耐用年数に比べて償却資産の取得からどの程度経過しているかを示す指標で

す。 



Ⅱ 連結財務書類について（平成２２年度決算） 

 

１．連結財務書類とは 

 連結財務書類とは、普通会計（一般会計）のほか、特別会計や市と連携協力して行政

サービスを実施している関係団体や法人を一つの行政サービスの実施主体とみなして作

成する財務書類です。 

 

２．連結の範囲 

 市に属する普通会計及び特別会計、公営企業会計が対象となります。 

 また、市が設立した地方公社、加入するすべての一部事務組合・広域連合及び一定基

準以上出資している第三セクターも連結対象となります。 

本市の連結対象となる会計等は下記のとおり２４会計です。 

連結（合算）の方法は、全部連結と比例連結があり、一部事務組合や広域連合は経費

を構成市町村が負担しているため、経費負担割合に応じて連結しています。 

 

３．連結の方法 

 連結財務書類の基礎となる各会計・団体・法人の個別財務書類は、基本的に各会計・

団体・法人固有の会計基準等によって作成された法定決算書類になります。 

 ただ、それぞれの会計単位で会計処理の方法が異なるため、普通会計で作成された財

務書類を基準として各会計を調整し連結（合算）します。 

 また、連結財務書類は、連結グループという一つの行政サービス実施主体が外部と行

った取引により発生した資産・負債、行政コスト・収益等のみを計上することとなるた

め、連結対象となる会計・団体・法人間で行われた取引は原則としてすべて相殺消去し

ています。 

 



山梨市連結財務書類対象会計等（平成２２年度） 

 

区分 会計名・団体名 連結区分 

普通会計 一般会計 

全部連結 
特別会計 

国民健康保険特別会計 

老人保健特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

交通・火災災害共済事業特別会計 

下水道事業特別会計 

浄化槽事業特別会計 

介護保険特別会計 

居宅介護予防支援事業特別会計 

簡易水道事業特別会計 

活性化事業特別会計 

公営企業会計 
水道事業会計 

病院事業会計 

一部事務組合・ 

広域連合 

山梨県市町村総合事務組合 

比例連結 

山梨県市町村議会議員公務災害補償等組合 

東山梨行政事務組合 

東山梨環境衛生組合 

甲府峡東地域ごみ処理施設事務組合 

峡東地域広域水道企業団 

後期高齢者医療広域連合 

地方公社 山梨市土地開発公社 

全部連結 
第三セクター等 

山梨市フルーツパーク株式会社 

（株）グリルパイナリー 

有限会社みとみ 

 

 

 


